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Ⅰ 問題と目的 

これまで日本において適切な適応行動の測定を行うツー

ルが開発されてこなかった。この問題は，2014 年 10 月に

日本版 Vineland-Ⅱ適応行動尺度(以下，VⅡとする)が公表

されることによって一応の解決をみたが，この検査の特別

支援教育への活用可能性について検討する資料は多くない。

そこで本研究では，実際の事例に対する検査結果と個別の

指導計画との内容の対比を通してその有効性を吟味するこ

とを目的とした。 
Ⅱ 方法 

１．対象者： K 特別支援学校に在籍する A児（小学部 4

年男児），B児（中学部 1年男児），C児（高等部 1年男児）

の 3名であった。 

２．手続き：検査は，保護者との面接形式で行われた。

個別の指導計画との関連性については VⅡの下位領域ご

とに，個別の指導計画(以下，指導計画とする)の適応行

動の取り扱いの有無について検討した。その結果から，

適応行動の取り扱いのなかった領域を中心に，指導計画

において適応行動の指導をどのように位置づけるべきか

考察をした。 

Ⅲ 結果 

対象者 3名のうちの 1名である C児のコミュニケーショ

ンと日常生活スキル領域の結果を表１に示す。C 児の生活

年齢は検査時，16 歳 6 か月であった。VⅡの結果から，Ｃ

児の強みとされる適応行動領域は受容言語と身辺自立，弱

みである領域は，地域生活であると評価された。 
表 1を見ると受容言語領域については，直接的な記述は

見られなかったが，指導計画において各教科等で友達の発

表を聞くことに関する記述が示されており，今後さらに強

みとなっていくことが期待される領域であると考えられた。

また，地域生活領域は，C 児にとって弱みであると評価さ

れたが，直接的な記述のない領域であった。その理由とし

て，この領域が学校のみで日常的に取り扱うことが難しい

領域であることが挙げられる。そのため，家庭と連携して

取り組んでいくことが望ましいと考えられる。保護者との

半構造化面接の中で，C児が現在徒歩で通学を行っており，

公共交通機関の使用に関する適応行動の習得が期待できる

こと，保護者がその習得を希望していることが明らかにな

った。そこで，考えられる取り組みの一つとして，公共交

通機関を用いた通学の機会の設定が挙げられる。指導や支

援の方法について家庭と情報を共有しながら取り組んでい

くことで，卒業後を見据えた適応行動獲得に繋がると考察

される。 
Ⅳ 考察 

3 事例について指導計画の内容を VⅡの下位領域ごとに

分類し，取り扱いの有無について検討をした結果，指導計

画において取り扱われている適応行動領域と取り扱われて

いない領域について全体像をつかむことができた。指導計

画で取り扱われている内容を適応行動領域ごとに整理する

ことで，多領域に渡る適応行動を見落とさずに取り扱って

いくことが可能となると考えられる。 

 また，個別の指導計画の中で取り扱いのなかった適応行

動領域は，家庭との連携において取り組む必要のある課題

であることが明らかとなった。VⅡを使用することにより，

学校－家庭連携の具体的な方向性を提示できる可能性があ

ることが示された。 
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（表 1） VⅡの下位領域と個別の指導計画で取り扱われている適応行動の比較 

VⅡの下位領域 強み(S）と 

弱み(W) 
個別の指導計

画内での取り

扱いの有無 

 

教科等 

個別の指導計画内で取り扱われている箇所 

○ 長期目標 

・ 「年間を通じて身に付けさせたいこと」との関連 
コミュニケーション領域 

受容言語 S なし   
表出言語  あり 自立活動 ・ 自分や相手がおかれている状況等を言葉で説明したり，

対応の仕方を考えて発表したりできるようにする。 
読み書き  あり 国語 ○ 文を声に出して正しく読んだり，文章を読んで場面を詳

しくイメージしたり，登場人物の心情を理解したりするこ
とができる。 

日常生活スキル領域 

身辺自立 S あり 日常生活の指導 ・ 活動の準備や片づけ，身だしなみを整える。 
家事  あり 日常生活の指導 ○ 身の回りの整理整頓ができる。 

地域生活 W なし   
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